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1．目的、認識と議論の枠組み
　今日、日本の経済・社会情勢は、大きく変化している。金融ビックバン、
規制緩和等の抜本的な制度改革や、失業率の上昇、大型倒産の増大などの劇
的な事例をみれば、日本経済の構造が根本的に変わりっっあるといえるので
はないだろうか。このような経済・社会情勢の変化に伴い、日本の企業のあ
り方はもちろん、従来日本経済の強さの一大要因であった、企業間の関係も
大きく変わりっっある。例えば、これまで自動車の生産に強みを発揮してき
たr企業系列」関係を維持できなくなった日産自動車のケースや、株価の低
迷により、経営の安定に寄与してきた株式の相互持合が見直されているケー
スがあげられよう。
　本稿では、このような変化のプロセスにある企業間の関係について、今後
研究を進めていくに先立って、rこれまでのところ企業間の関係はどのよう
に捉えられてきたか」及びr今後のあり方を議論する上で、どのような視点
が必要か」の観点から、基本的な概念と議論の整理を目的とする。すぐれて
現実的な事象である企業間の関係を検討していくためには、抽象的な議論だ
けでなく、現実の企業の行動をより緻密に考察することが不可欠であると思
われるが、それに先立って、ごく大雑把にでも議論の方向性を整理しておく
ことは有益ではないか。
　さて企業間の関係を扱うr企業間関係論」の分野では、従来主に図1－1
のようなr企業系列」とr企業集団」を対象としてきたように思われる。
　そこでは、企業集団や企業系列は一定の経済的意義があるとする立場と、
その実態に照らして改善すべきだと言う立場があった。後者では3．で触れる
ように企業系列あるいは下請系列に注目して、元請会社一下請会社の関係は
r抑圧的なもの」でr前近代的なもの」であり、また、企業集団についても
r閉鎖的な」システムであるとの認識が示されて、早急に改善すべきだとの
主張が繰り広げられた。このような主張が企業間の関係すべてにわたって妥
当か否かにっいてはともかく、今日の経済的環境変化の下では従来のあり方
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　　　図1－1　企業グループの分類
六大企業集団螺賑黛蒲銀
企業系列｛翻　列
（独立系企業グループ＊）
　＊松下、日立のような大企業を核とした「独立系
　　企業グループ」の中にトヨタ等の企業系列を含
　　めることもある。
とは変わらざるを得ない状況にあるといえよう。
　一方で、企業問関係をr法的に独立した法人格を有する複数の企業間の取
引関係や結合関係」（1）のことを指すとすれば、企業の間に結ばれる関係は、
必ずしも企業系列あるいは企業集団のみではない。今日、様々な分野で広く
戦略的提携関係が結ばれたり、あるいは取引関係一取引ネットワークに参加
する全企業が一定の恩恵を受けるべく適切な関係を構築し、維持しているよ
うな事例が多々見られる。これらのケースでは、その根底にある経済的意義
は従来からの企業間関係、特に企業系列と共通する面があるが、主体間で結
ばれる関係の特徴や、目的については異なっており、これまでr企業系列」
やr企業集団」の議論とは一線を画されてきた。しかしながらr企業系列」
や「企業集団」と、それらとは異なる扱いを受けてきたr企業間関係」との
相違は、企業系列・企業集団の今後のあり方に一っの方向性を示すものであ
るとも考えられるのではないか。
　以上のような認識から、本稿では次のような形で議論を進めていくつもり
である。2．では出発点として、企業集団・企業系列の経済的な意味を明ら
かにしようとする議論を概観する。ここでは主に、r取引費用」の観点から
なされた、資源配分をr市場」で行うか、r組織」で行うかの議論の延長線
上にあるr中間組織」の考え方と、r関係」が継続していく条件について考察
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する。3．では、2。の議論を踏まえて、日本の企業の実態とそれが及ぼす
様々な影響を踏まえてなされた、企業間関係に関する議論を整理する。その
後、この立場から主張されたことに合致するような、最近の企業間関係の変
質にっいてもふれるつもりである。4．では、系列や集団とは異なる扱いを
受けている企業の関係にっいて、r企業間関係」という位置づけからr連鎖
型組織一ネットワーク」という概念への拡張を試みっっ概観する。この考察
からは逆に、系列・集団へのインプリケーションが導かれうるのではないか。
また、あわせて今後の研究の方向性・課題を提示することで、本稿の結びと
するものである。
2．企業間関係の経済的意味
　従来、多くの文献でr企業間関係」とはr企業系列」とr企業集団」を指
してきたように思われる。ここでもr企業系列」及びr企業集団」にっいて
なされた議論を出発点とする。r企業系列」r企業集団」（厳密にはr六大企
業集団」）の基本的な特徴は表2－1のように整理できるが、両者に共通す
るのは、株式の持合や人的関係等の取引主体間の密接な結びっきと、長期継
続的な取引関係である。
表2－1　企業系列と企業集団の特徴
・親（元請）会社による子（下請）会社の株式所有
企業系列 ・相対取引
・下請会社による協力会の存在
・社長会の存在
・長期的な株式の相互持合
企業集団 ・集団内金融機関の役員派遣、系列融資・集団内商社を中核とした集団内取引
・重工業を中心とした総合的な産業体系
・メンバー企業による共同投資会社の設立
出典）奥村［1992］pp。11－23より作成
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　これらの株式相互持合や長期継続的な取引関係は、伝統的には批判の対象
であったが、一方で、特に系列に見られる長期継続的な取引関係は、経済学
的な枠組みで説明がっく事象であり、むしろ資源の配分効率上優れたシステ
ムである、という主張もなされている。その代表的なものとして、企業間関
係、特に企業系列を中間組織とみなす議論（2）が挙げられる。r中間組織」
は様々な視点から議論されうるが、ここでは最も根本にあるr資源配分の方
法」としての特徴（3）にっいて考察しよう。
　一般的に、経済学では資源配分の問題はr市場」で解決されると考えられ
てきた。しかしながら、多種多様な中問生産物から構成される工業製品等の
生産にあたっては、r企業と市場が同じような機能を果たしうる代替的なも
のである」（4）という視点が、R．H：．Coaseによって与えられている（5）。
　例えば、コンピュータを構成するC　P　U、液晶などの部品は、市場を通じ
て部品製造会社から入手することも（外注）、コンピュータ製造メーカーが
自社内で生産することもできる（内製）。コンピュータに限らず、最終組み
立てメーカーは、部品を「内製」することも「外注」することもできるが、
どちらの方法で必要な部品が配分されるかについては、基本的にはr取引費
用」の大きさに依存する、と考えられる。すなわち、市場で取引を行うのに
伴って生じるr取引費用』（6）が大きければ、市場で取引を行う代わりに、
部品製造を組織内部に取り込み、価格によって必要な資源を配分するのでは
なく、組織内部の権限によって必要な資源を配分することになる（7）。
　しかしながら、組織による配分が常に望ましいというわけではない。例え
ば、rもし企業がすべての活動を自分の中に取り込もうとしたら、企業組織
の規模は際限なく膨れ上がってしまう」（8）ことになり、組織のロスは避け
られないであろう。それゆえ市場取引と組織による配分のいずれが望ましい
かについて明らかにする必要があるが、R．E．Coase及び0．E．Williamson
等は、r取引費用」とr組織のロス」が均衡するところに企業の境界線を求
め、説明しようとしている（9）。
　このような伝統的なr市場か、組織か」の議論ではr市場」とr組織」が
一181一
山田徳彦
二分されているが、実際の企業問の関係を考慮すれば両者の関係は必ずしも
二者択一的なものではなく、相互浸透する関係にあり、r取引費用」を節約
するとともにr組織のロス」を避けるような資源配分方法があるのではない
か、という議論が今井賢一を中心になされてきた。具体的にはr中間組織」
の存在である。
　図2－1は中間組織の特徴と位置づけについて、今井賢一・伊丹敬之
［1993］等を参考として整理したものである。縦軸には価格＝シグナルの有
効性をとっているが、上に行くほど取り引きされる財についての価格が有効
なシグナルとなり、r各人の個人的利益、効用の最大化を原理とする自由な
交換」がなされ、下に行くほど価格ではなく、組織内でのr権限による指
令」が強い意味を持ち、ひいてはr取引参加者が組織内の人間に限定」され
ることになる。
　横軸には取引への参加の自由度をとっているが、右に行くほど取引への
r自由な参入・退出」の機会が増え、左へ行くほど取引参加者の関係がr固
定的・継続的」なものとなる。この平面では、最も右上方に位置するのが
r純粋な市場」であり、最も左下方に位置するのがr純粋な組織」であ
図2－1　中間組織の位置づけ
B
配分方法二権限による指令
メリットニ取引費用の節約
デメリット1組織のロス
価格＝シグナルの
　　有効性 唖
中
’間
’組
’織
殉
配分方法：
価格によるオークシ
　ョン
メリット＝分権的決定
デメリット：
取引費用の発生
取引参加の
　自由度
B
出所）今井［1993］をもとに作成
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る（10）。
　R．H．Coaseや0．E．Williamson等の議論は、この平面にB　Bのような市
場と組織の境界線を引こうとするものと考えられる。それに対してr現実の
資源配分を構成している取引は、純粋型ばかりではなく、中間的色彩を帯び
た取引の種類も多い」（11）ことに注目して想定されたのがr中間組織」の存
在であるといえよう。
　今井賢一等はr企業系列」r企業集団」をこのようなr中間組織」という
概念で説明している。この観点からすれば、人的・資本的関係、長期継続的
な取引関係を構築・維持するr企業系列」r企業集団」は、経済的にきわめ
て合理的なものであるといえる。組織のようにある部門を内部に取り込まず、
市場のように取引のたびにオークションを行うのではなく、取引を行う双方
の主体が一定の独立性を保ちっっ、長期継続的な取引を行うことで、市場の
失敗と組織のロスの両方を避けているとも考えられるからである。
　それゆえ中間組織は資源配分上望ましい存在であると思われるが、実際の
企業間関係にあてはめる場合にいくっかの問題が指摘されるだろう。ここで
は2っの点に注目しよう。一っは、中間組織は市場のメリットと組織のメ
リットが結びつけられているが、双方のデメリットが結びっけられる可能性
を否定できないことである。aで触れる実際のケースで示されるように、中
間組織としての企業系列が有効に機能していないケースも見受けられ、常に
市場と組織のメリットのみが結びっいているわけではないように思われる。
この点を明らかにするべく、中問組織が有効に機能する条件について、理論
面及び現実面の両方からより厳密に考察する必要性が今後の課題としてあげ
られよう。
　もう一っは中間組織を成立させているr長期継続的な関係」を維持するこ
とへの合意である。すなわち、中間組織として現実の企業間関係が有効に機
能するためには、取引主体双方が長期継続的取引関係を構築・維持すること
への合意一協調行動をとること一が必要であろう。寡占市場でのゲームの理
論の分析を援用すれば、この合意が得られるか否かは、r繰返しゲーム」
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（repeated　game）、r不完備情報のゲーム」（game　with　incomplete
information）の理論により説明できる（12）。
　いま、表のようなr囚人のジレンマ状態」、っまり、両者とも相手が契約
を守っているとき、自分が契約を破れば、自らの利益が最大になることを認
識しているが、相手が契約を守るか否か予想できない状態を想定しよう。こ
のような状態にあっても、取引当事者が互いに契約を守り、その結果、最大
ではないにせよ、一定の利益を得るよう行動する一協調的に行動する一ケー
スが存在する。
表2－2　囚人のジレンマ状態
A
行動1 行動2
B
行動1 （πA11，πB11） （πA21，πB21）
行動2 （πA12，πB12） （πA22，πB22）
取引主体A、Bが、契約を守る一行動1、守らない一行動2
例えば、Aが行動1、Bが行動2をとるとき、上の表ではAの利益が
πA12、Bの利益がπB12となることを示す・
ここで、πA21＞πAU＞πA12＞πA22、πB12＞πB11＞πB21＞πB22
　まず、取引が無限の期間にわたって繰り返されるとする。このとき、取引
当事者の一方にとって、協調的に行動し取引を継続することによって得られ
る利益の合計が、契約を破ることによって得られる一時的な利益よりも大き
い限り、契約は守られ続ける。このr取引の繰返しが、取引当事者間の協調
を導く」ことは繰返しゲームによる囚人のジレンマの解消あるいはフォーク
定理によって証明される（13）。ただしこの定理では、取引が有限回で取引の
最終期が確定している場合、囚人のジレンマ状況は解消できないこともわ
かっている（14）。
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　取引が有限回で最終期が確定している場合、フォーク定理では契約が守ら
れる保証が得られないが、ある種の仮定が満たされれば、この場合でも取引
当事者が協調的な行動をとることがr不完備情報のゲーム理論」により証明
される。すなわち、取引の一方の当事者にとって、取引相手が協調的なタイ
プだという主観確率がゼロでない限り（取引相手は100％非協調的な行動を
とると予測しない限り）、有限回の取引の繰返しであっても協調が成立し、
契約は守られ続けることになる（15）。
　長期的継続的な取引が維持されることは、このようにある種の条件の下で
は、ゲームの理論により説明されるが、ゲームの理論を離れてみても、特定
の主体との取引のあり方が、当該主体のr信用」やr評判」を左右し、将来
の新たな主体との取引関係にも影響を及ぼすことを考慮すれば、取引主体双
方とも機会主義的行動はとりにくいのではないだろうか。すなわち各主体に
とっては、機会主義的行動をとることで一回限りの取引では多くの利益を得
られると予想されても、r取引の相手ごとには有限期問である複数の取引が、
自己の評判を媒介にして、将来につながっていくもの」（16）という認識が強
ければ強いほど、機会主義的行動に歯止めがかかるのではないだろうか。特
に日本のような社会では、こうした「信用」「評判」が果たす役割はきわめ
て大きいのではないかと思われる。
　ただし、r信用」「評判」の役割が大きいということは、逆に、意図的であ
るか否かはともかく、契約を破ることによって生じる「信用」r評判」の喪
失が将来ありうる取引に何らかの悪影響を及ぼすことになる。それだけに取
引主体双方とも、契約あるいは取引関係の維持に協調的行動をとらざるを得
なくなるのではないか。この点にっいては、上述のゲームの理論において、
r利益」r損失」の具体的な内容を検討した後、取引主体間の力関係が非対
称的なケースで「損失」を基準としてなされるゲームを検討することで、整
理が可能となるかもしれない。
　以上、日本の企業系列・企業集団は、資源配分の観点からすればr中間組
織」であるという議論、及びそこで大きなウェイトを占めるr長期継続的な
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取引関係」が維持される理由について整理を試みた。もし、日本の企業系列
・企業集団等がすべてこのような形で説明されるのであれば、経済学・経営
学的にみて、非常に効率的かっ優れたシステムであるといえよう。しかしな
がら、本当にすべての企業系列・企業集団等の関係が優れたシステムである
といえるのだろうか。次節では少し角度をかえて検討しよう。
3．日本企業の実態からの議論
　前節で論じたr中間組織」が資源配分上効率的であり、優れたシステムで
あるならば、日本に限らず全世界的にその存在が確認されても良いのではな
いだろうか。確かにアメリカの自動車メーカーとサプライヤーの間にも、日
本と同様なr準垂直的統合とも呼び得る状況があり、この分野での研究が
多々存在している」（17）という主張や、完成品メーカーが部品調達に占める
継続的取引先からの調達割合は、日本ほどではないにせよ、アメリカ、ヨー
ロッパの会社もかなりのウェイトを占めており、継続的取引自体は必ずしも
日本固有のものではない、という見解（17）もある。
　しかしながら、日米構造協議で問題の一っとして取り上げられる等、海外
から日本の閉鎖性を示す代表例として批判されていることからすれば、中間
組織として位置づけられる企業系列・企業集団という形態は、日本ほど一般
的ではないと推測される。
　企業系列・企業集団という形態が、日本でのみ発展してきたという推測及
びその理由については、より多くの文献・資料から今後確認していかなけれ
ばならないが、ただ、現時点で理由についてはおおよそ2つの面から整理で
きるのではないか。一っはa）法制度的に日本では、系列・集団という企業
間の関係構築が容易であったこと、であり、もう一つはb）日本独特のシス
テム形成に至るプロセスがあったこと、である。
　a）は、例えばアメリカではr反トラスト法により垂直的な関係にある企
業同士の株式取得や制限的な慣行は厳しく制限」されており、特に企業系列
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のようなシステムを構築することが困難であったのに対して、「日本の独禁
法がアメリカの反トラスト法ほど厳しくなかった、あるいは厳しく運用され
なかった」ため、日本では中間的な領域が発展しやすかった、との指摘（19）
にみられるように、各国における法制度上の違いにより日本以外の国で、そ
れほど一般化しなかったという理由付けである。直感的には、アメリカの独
禁法は日本の独禁法より厳格で、かっその対象も多岐にわたるというイメー
ジがあり、それゆえ独禁法等法制度の違いが、企業系列・企業集団がアメリ
カでは一般化しなかったことを説明しうるように思われる。この点について
は、アメリカだけでなく、韓国、台湾等アジァ諸国も含めて、法制度と企業
間関係のついて検討していく必要があるだろう。
　ただし、なぜ日本でr企業系列」r企業集団」が発展したのかを考える上
では、a）以上にb）の日本独特のシステム形成に至るプロセスの存在が大
きな意味合いをもっているように思われる。中間組織の議論も、結局は現実
に現れた事象を事後的に論理付けしたという側面を否定できず、それゆえ、
日本で特に一般化した企業系列・企業集団を正確に理解するためには、これ
らの関係が構築・維持されるに至るプロセスが実際にどのようなものであり、
どのように評価されているのかを理解する必要があるだろう。
　企業系列、特に生産系列一下請系列の原形は、1943年頃r軍事的な要求を
背景として直接に国家資本の庇護のもとに置かれた親工場と、これまた同様
の手厚い配慮の下に置かれた下請工場としての協力工場との上下の結合関係
であった」（20）と指摘されるように、戦時中の軍需生産システムに求めるこ
とができよう。実際、企業系列の代表例であるトヨタ自動車で採用された生
産方式が、r三菱重工業の名古屋製作所では戦前に戦闘機（零戦）を生産し
ていたが、その当時の生産システムがトヨタ生産方式によく似ている」（21）
という指摘もある。当時最高機密に属する軍需生産システムがそのまま民間
に導入されたとは考えにくいが、戦後、親工場と下請工場の協力関係という
考え方が存続したことは考えられるのではないだろうか。
　企業系列がその是非をめぐって議論されるようになったのは、特に朝鮮戦
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争後の不況時、1952年の初頭からである。1950年代のいわゆるr系列論争」
の中で問題とされたのは、r下請中小企業の親企業によるr系列化』の下請
中小企業の発展にとっての意味であり、下請けとしての被収奪関係につなが
るか」（22）であった。
　ただし、そこでなされた企業系列の評価がどのようなものであったにせよ、
その後系列関係はよりシステマティックなものへと進化していくことになる。
特に株式の持合を通じて、系列関係をよりシステマティックなものとした
きっかけは、1960年代後半から1970年代前半の資本の自由化であり、rGM，
フォードによる買収から守るためのトヨタの行動を発端として、その後あら
ゆる業種に普及した」（23）とされている。
　一方、企業集団の原点は、昭和20年代後半以降旧財閥系企業が再結集した
ことに求める事ができる。終戦直後、昭和20年9月22日のr降伏後のアメリ
カの初期の対日方針」という指令の中で、r日本の商業・工業の大きな部分
を支配する産業と金融の大コンビネーションを解体する」と財閥解体の方針
が打ち出され、持株と入的支配の両面から財閥は徹底的に解体された（24）の
であるが、対日占領政策の転換、朝鮮戦争の勃発などを背景に、日本経済が
復興するにつれて、昭和20年代後半には、いったんバラバラになった財閥企
業が、商号・商標の使用、社長会の結成等r企業集団」へと再編成されはじ
めた。その後、昭和30年代末期から40年代初頭にかけての産業再編成、特に
昭和42年の第一次資本自由化措置以降、数次にわたって資本の自由化措置が
とられていく中で、企業系列と同様に乗っ取り防止のために株式を相互に取
得する事で株式の相互持ち合いが進展し、現在のような企業集団が形作られ
ることになる。
　上述のようなプロセスを経て、形成されてきた企業系列・企業集団に対し
ては、伝統的には否定的な評価が下されてきた。すなわち、企業系列は、
　1．このシステムの背景にあるのは、日本経済のr二重構造」であり、中
　　小企業の低賃金を企業系列化によって大企業が利用している
　2．高度成長期以降、大企業と中小企業の格差が縮小する傾向にある高度
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　　成長期以降は、リスクや問題のある業務を大企業が自ら行わず、外部化
　　する形で中小企業を利用している
　3．系列企業間でなされる取引形態＝相対取引は、一社対一社という全く
　　閉鎖的なものではなく、系列企業間で競争が行われるが、基本的にはは
　　じめから限定された相手だけと取引を行い、外部から参入するのが困難
　　なので、非常にr閉鎖的なシステム」である
　4．取引の一方（大企業側）が、他方（中小企業）に対して、優越的な立
　　場を利用して抑圧的にふるまい、しばしばr搾取」をしていることから、
　　きわめてr抑圧的なシステム」である
ことから、早急に改善されるべきであり、一方の企業集団については、
　1．株式持合の中身を検討すると、集団内企業はr多数対一の支配・被支
　　配構造」になっている（25）
　2．集団内金融機関を通じた系列融資による集団の支配
　3．集団内総合商社が中核となって、集団内でr相互取引」もしくはr互
　　恵取引」を行っており、集団外の企業が何らかの取引に加わる余地が少
　　ない
と分析され、企業系列と同様にその取引はr閉鎖的なもの」であると考えら
れてきた。このように伝統的な考え方は、企業系列・企業集団をr閉鎖的」
でr抑圧的」なものと捉えてきたが、特にr閉鎖的」な側面については、海
外からの批判の対象ともなっている（26）。
　実際、1989年以降のr日米構造協議」で、アメリカは日本側の構造的問題
の一っとしてr系列取引」をあげている（27）。ここでいうr系列取引」が指
す対象はr企業系列」のみではなく、r企業集団」を含んでいると考えられ
るが、
　1．日本の企業系列が閉鎖的であり、これが日米間の貿易摩擦の原因に
　　なっている
　2．企業集団内取引が閉鎖的で、外国製品の輸入を困難にしている
　3．株式相互持ち合いにより、外部からの買収＝会社乗っ取りを阻止して
一189一
山田徳彦
　　いる
といった点を指摘し、日本に対応を迫った。
　このように、日本の企業間関係の実態を踏まえてなされた伝統的見解や外
部からの批判は、日本の企業間関係はr排他的」r閉鎖的」であり、r抑圧
的」であるとし、合理的な資源配分の手段として肯定的な評価を与える中間
組織の議論とは対照的である。前述のように、中間組織の議論はあくまでも
現実の事象に理論的根拠を用意したものであり、仮にr企業系列」r企業集
団」が理論的には妥当であったとしても、その実態に着目してなされた議論
・主張を全く否定することはできないだろう。
　ただし、伝統的見解あるいは外部からの批判に対する反論もなされている。
例えば三輪は、抑圧性が日本の中小企業と大企業の取引関係に広く存在する
という証拠もなければ、市場経済のもとでは、広く存在できる合理的な理由
もない（28）、として伝統的な見解を否定しているほか、日米構造協議でのア
メリカの主張に対して日本政府はr事実として取引相手があまり変わらない
こととr閉鎖的な意図をもって』新規参入者を締め出しているということは
違う、意図としての閉鎖性は存在しない」（29）と少なくとも、意図的に閉鎖
しているわけではないと主張している。また、特に系列において親企業が下
請けの中小企業を系列下において支配・抑圧しているという点にっいて、
r終戦直後の社会的状況から生じたr大量の中小企業の存在と参入予備軍の
存在と供給が、中小企業の大量存在を結果し、激しい中小企業間の競争をも
たらした」のであるが、このとき中小企業にとってr成長市場を確保し、技
術水準のより急速な向上を実現するために、最も有効な手段の一つが有力な
発注側大企業と従属的取引関係に入ること」が必要であり、系列下に入るこ
とは、中小企業自身によって選択された戦略であった。」と中小企業側の戦
略に着目した見解（30）もある。
　もちろん、こうした見解にもそれ相応の根拠があるが、伊丹敬之がr中間
組織のジレンマ」と呼ぶように（31）、意図的であるか否かに関わらず、コイ
ンの表と裏のように、中問組織の実際には、メリットの裏側の閉鎖性、抑圧
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性を否定できないのではないか。特に、系列における抑圧性にっいては、前
節で触れたr信用」r評判」の大きさや、取引主体が必ずしも対等な立場に
ないことを考慮すれば、少なくとも長期継続的な取引関係を破棄することに
より被る様々なr損失」の大きさに至らない程度のものは存在すると推測さ
れよう。
　r閉鎖性」r抑圧性」の問題の他に、日本の企業間関係の実態から見て検
討しなければならない問題として、「長期継続的な取引を維持するためのコ
スト」の扱いがあげられよう。中間組織は市場取引に伴って発生するr取引
費用」を節約する方法の一つであると主張されるが、この場合の取引費用に
は、関係を維持するためのコストは想定されていないように思われる。しか
しながら、日本企業のr法外な交際費の少なくともある程度の部分はr長期
継続的』取引を維持するためのコスト」であり、r関係を維持し、潤滑にす
るためにはそのコストが必要」である（32）。したがって、関係を維持するた
めのコストを考慮に入れた場合、企業系列・企業集団が中間組織としてみな
され、資源配分上真に有効なものであるといえるかどうか、その実態を踏ま
えて再検討しなければならないだろう。
　さらに最近、r企業系列」r企業集団」がかってのようには機能しなくなっ
てきているようにも思われる。奥村宏は、かつて企業系列ではバブル期に親
会社が生産以外の面で系列会社を管理できなくなり、企業集団では、金融自
由化と金融緩和、資金ルート多様化による銀行の地位低下と経済のソフト化、
情報化、サービス化による総合商社の地位低下という構造的な変化に直面し、
r新しい時代への転換に対応できず、立ちすくんでいる状態」にあると論じ
たが（33）、その後の経済環境の激変により彼の表現以上のr立ちすくんでい
ることすらできない状態」にあるといえる。
　企業系列にっいていえば、例えば日産自動車にみられるように、従来の系
列システムを維持できなくなっているケースが存在する。これまでr相対取
引の下でも競争があり、部品調達は効率的である。また決して閉鎖的なシス
テムではない」と主張されたにもかかわらず、長引く不況や北米市場での失
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敗により、系列システムの抜本的変更を余儀なくされている。
　一方、景気低迷と株価の下落により、企業集団も変革の波にさらされてい
る。具体的には、主要な特徴の一っである株式の相互持合が解消される方向
に進んでいることがあげられる。乗取りの防止や配当を低く押さえることが
できるなど、企業にとってはメリットの大きかった株式の相互持合一株式所
有の法人化であるが、その結果、株価は必ずしも経営の実態を反映しなく
なった。ここにきて、各社の業績の悪化と株価下落により、株式の含み損が
大きくなり、株式を所有する側にとっては負担が大きくなっている。
　現実の変化の動向について、今後さらに注目していかなければならないが、
企業間関係論の伝統的な対象であるr企業系列」r企業集団」は、現在まさ
に転換期にあるといえよう。
4．中間組織とネットワーク
　このように企業系列にしても企業集団にしても、システムが抜本的に変革
されるケースが見られるのであるが、資源配分上望ましいとされる「中間組
織」の考え方ではどのように説明されるのだろうか。この点にっいては、今
後の検討課題とするところであるが、直感的には、中間組織という概念は企
業間関係のあらゆる局面で妥当なものではなく、有効性及び適用範囲につい
て一定の制約が必要なのではないか、と推測される。
　ところで、企業間関係の定義r法的に独立した法人格を有する企業間の取
引関係や結合関係」に立ち戻れば、企業間で結ばれる関係は必ずしも資源配
分の点からのみ説明されるわけではない。本稿では、r中間組織の見方は市
場と組織の何れを取引コスト節約のために選択するかという発想から考えら
れた概念化」（34）であるとの宮沢健一の考え方にしたがって、中間組織を資
源配分の方法としてとらえてきたが、この点以外から中問組織を論ずる議論
も多々ある（35）。しかしながら、ここでは議論の流れを明確にするため、
r中間組織」の概念は資源配分上の議論にとどめておこう。
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　企業がなぜ関係を構築するかについては、中間組織とは別の面から一費用
の節約だけでなく、産出面の効果に着目した視点一からも議論されている。
具体的には宮沢健一等のr連鎖型組織＝ネットワーク」とそれを特徴づける
r連結の経済性」の議論があげられる。これらの議論とそれにより説明され
る現実の動向は、「立ちすくんでいる状態」にある企業系列・企業集団と中
間組織の議論に重要なインプリケーションを与えるのではないかと考えられ、
今後この領域で研究を進めていくにあたって検討すべき主要なテーマとなる
だろう。それゆえ本稿の最後に、r連鎖型組織一ネットワーク」とr連結の
経済性」、及びそれにより説明されうるケースについてごく簡単に触れ、今
後の研究の方向性を示すことにしたい。
　連結の経済性とは、r複数の主体間のネットワークの結びっきが生む経済
性」（36）と定義されるが、この経済性が（少なくとも結果的にみて）追求さ
れるように企業問で関係が結ばれている状態をr連結型組織」もしくは
「ネットワーク」ととらえることができる。
　ある企業が複数の財・サービスを生産しているとき、共通生産要素が存在
すれば、費用面でr範囲の経済性」が享受されるが、単に一企業の共通生産
要素の有効利用という技術的側面だけでなく、r複数の主体」がr情報・ノ
ウハウ」を核として結びっくことによって、すなわちr複数主体間の結びっ
きが、知識・技術の多重利用によって」、全体としてシナジー効果が得られ
る等、rアウトプット面での効果を併せて含める」ところに連結の経済性一
ネットワーク論の特徴がある（37）といえよう。
　r連結の経済性」の考え方により説明されうる事象として、現時点では
r戦略的提携」とr集団的ウィン・ゲームを指向する取引ネットワーク」が
考えられる。戦略的提携とは、相互に独立した企業同士がr協力関係を築き、
資本を含む経営資源の相互的な活用によって競争の環境変化に適合する戦
略」（38）の手段の一つである。従来、企業の協力関係は企業内部・系列・グ
ループ内で結ばれることが多かったが、1980年代後半以降、競争関係にある
企業が連合・補完して互いに成長をはかる戦略的行動が現れてきた（39）とさ
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れている。こうした行動により結ばれる提携は、従来の提携と区別してr戦
略的提携」と呼ばれており、Hamelは、r①互いの経営力・資産の面で匹
敵する、②協調と同時に競争が存在する、③パートナー間の協力関係はより
均衡している、④提携の動機は経済的要因よりも戦略的競争要因となってい
る」点で相違があるとしている（40）。ただし、そこでとられる手法は在来の
提携と同じく、事業の拡大・多角化、強化を目的とする業務提携、将来の企
業力の強化を目的とする資本提携に分類されるが、いずれの分類においても
長期継続的な協力・取引関係の構築・維持を前提としているのではないか。
特に資本提携のケースでは、形の上では企業系列・企業集団と同様な形態と
なろう。ただし、r系列のもつ一側面である長期継続取引だけに注目する限
り提携と系列は同一のものとして映る」（41）としてもr系列というものが取
引そのものよりも、企業間の関係に基づいて概念化されている」（42）点で、
両者を概念上区分できよう。
　様々な分野で結ばれている戦略的提携の目的としては、r新市場や新技術
へのアクセスの確保、共同研究・開発の促進、技術・販売ルート・ノウハウ
の補填等、外部資源の利用により市場競争で優位性を獲得すること」が指摘
されている（42）。ここでネットワークという概念と直感的に結びっく国際航
空輸送の分野を例に取ればr①運輸権の確保、②グローバル・ネットワーク
の構築、資金調達能力の補完、③C　R　Sに係わる優位性を確保し、マーケ
ティング能力を高めること」（43）があげられるが、航空事業においては、制
度上の問題から他事業以上に一企業単独でグローバル・ネットワークを構築
する上での制約が大きく、物理的にも、C　R　Sを中心とした情報ネットワー
クが経営・マーケティング上大きな意味合いを持っている。それゆえ、実際
になされている戦略的提携の目的と意義、具体的な成果をr連結の経済性一
連鎖型組織」に基づいて考察する場合、国際航空分野の事例は有益であると
思われる。
　一方、r集団的ウィン・ゲームを指向する取引ネットワーク」の概念は、
戦略的提携と厳格に峻別されるものではないが、直感的には、相対的に後者
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が部分的・短期的・補完的であるのに対して、前者は全体的・長期的・共棲
的であるように受け止められる。この概念の違いにっいては今後さらに検討
しなければならないだろう。ここで集団的ウィン・ゲームとは、ある取引
ネットワークに参加するrネットワーカーの役割期待、役割遂行方法、成果
の配分方法というゲームのルールを制定し、ネットワーカー全員にプラスの
利得が保障されている」ようなゲームである（44）。西口敏広は、企業系列で
指摘されたような元請会社による下請会社の搾取・抑圧があるケースでは、
元請けを勝者に、下請を敗者にするようなゲームであるととらえているが、
この点で従来の企業系列と集団的ウィン・ゲームを指向する取引ネットワー
クは峻別されよう。
　集団的ウィン・ゲームを指向する取引ネットワークの考え方で説明されう
る事例として、柳川［1998］は、セブン・イレブンの事業活動を考察してい
るが、そこでは、セブンイレブン本部、セブンイレブン加盟店、配送業者、
問屋（納入業者）、メーカーの5種の経済主体が、r情報ネットワーク」と
r物流ネットワーク」をベースとした取引ネットワークを構築し、5種の参
加者にr連結の経済性」あるいはrネットワークの経済性」を追求させてい
る。この場合、ネットワークに参加している各主体は、単独で同業他社と競
争するというよりも、取引ネットワーク全体で、他ネットワークと競争する
ことになる。
　もちろん、取引ネットワークを形成することで、取引費用が節約されると
いう側面もあるが、集団として競争するという側面が大きいという点で、こ
れまでの企業系列・企業集団とは異なっており、実際にネットワーク間でな
される競争のあり方、ネットワークに参加する企業の選択と行動について、
今後検討していく必要があるだろう。さらに、ある企業が企業単独ではなく
他企業とのネットワークを形成して事業を行うという点に注目すれば、近年
急速に普及している様々なアウトソーシングの事例もr連結の経済性」に
よって説明されうるといえよう。
　以上、ごく簡単に、r連結の経済性一連鎖型組織」とそれにより説明され
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る事象について振り返ったが、今後の企業系列・企業集団のあり方を考える
上で、実際的な方向性としても、理論的枠組みとしても有効であると思われ
る。本稿では、今後研究を進めていくに先立って、基本的な概念と議論の整
理に力を注いだということもあり、いずれの点においてもごく大雑把な言及
にとどまってしまったが、今後、文中にあげたいくっかの課題・考察の必要
性を踏まえて、理論的にはr中間組織の妥当性と限界」r連結の経済性を踏
まえた経済的視点からのネットワークの考察」、現実面にっいてはr現在直
面している企業系列・企業集団の変化のプロセス」r戦略的提携・集団的
ウィン・ゲームを指向する取引ネットワークの具体的な動向と有効性」等の
テーマについて、より詳細に検討していくこととする。それにより、企業系
列・企業集団も含めたr企業間関係」の論理的かっ体系的な研究が期待され
よう。
・本稿の執筆のきっかけをつくっていただいた樋口兼次白鴎大学経営学
部教授と有益なコメントをいただいた柳川高行白鵬大学経営学部教授
に心よりお礼申し上げる次第である。また、御指導いただいた分野と
は異なる研究をしている筆者をあたたかく見守るだけでなく、ともに
議論していただいた杉山雅洋早稲田大学商学部教授に、感謝申しあげ
たい。
＜注＞
（1）丸山・成生［1998］p．263。
（2）例えば、今井・後藤［1977］、今井・伊丹・小池［1982］参照。
（3）ここでは、宮沢［1988］による中間組織の概念化の経緯を重視するとと
　もに、議論の流れを明確にするため、中間組織の概念を限定的にとらえる
　ことにする。
（4）伊藤［1993］p．4。
（5）Coase［1988］（日本語版pp．39－43）参照。
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（6）取引費用とは、取引に際して発生する経済的費用であり、「取引相手を
　探索するコスト」「取引する製品の情報を伝達するコスト」r取引契約を交
　わすためのコスト」r契約の実施を監視するコスト」などを含む概念であ
　る。その大きさを規定する要因は、
　　1．取引される財・サービスの特性、及び取引が行われる場の客観的特性
　　　　・財・サービスの性質が複雑で、強い駆け引きの行われるような場
　　　　　で取引されるほど、高くなる
　　　　・駆け引き的行動がなされるほど、情報収集、取引契約の実行の確
　　　　　認、危険負担などにコストが余計にかかる
　　2．取引に関わる主体＝意思決定者の人間的な性質
　　　　・人間は限られた情報の下で、限られた合理性を追求する意思決定
　　　　　者であるので、意思決定者の性質により左右されうる
　であるとされている。
（7）Williamsonは、人問行動に係わるr限定された合理性」（bounded
　rationality：人々は意図的には合理的であろうとするが、その程度は限
　られている）とr機会主義」（opportunism：情報格差を自己に有利なよ
　うに戦略的に利用しようとする）という2っの仮定と、不確実性・取引の
　頻度・関係特定的な資産という3っの取引環境に係わる要因を基本概念と
　して、企業組織が市場を代替しうるr統治機構」であることを論じている。
　すなわち、
　・取引開始に契約内容を決める際、将来の発生する可能性がある事態すべ
　　て列挙し、その状況に応じた契約内容を定めるには膨大なコストを要す
　　る
　・r不確実性」と人間のr限定された合理性」のもとで、契約は不完全な
　　ものにならざるを得ない
　という点から契約の不完全性につけ込もうとするr機会主義的行動」が横
　行するおそれがあり、これが市場取引の障害となる。さらに取引関係に特
　定的な投資が行われ、r関係特定的な資産」（relation－specific　asset）と
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　なっているとき、取引相手の変更は容易ではなく、r少数主体間の交換関係」
　を導き、取引主体の間での駆け引きが交渉コストを生み出すことになる。
　　このような形で市場取引に伴って発生するコスト・問題は、企業組織内
　部の権限や命令による指令で必要な資源を配分することで解決することが
　できる。それゆえ、ある種の条件のもとでは、市場と組織が代替関係にあ
　るといえよう。
（8）伊藤［1993］p．4。
（9）堀［1998］の報告を参考とした。
（1①今井・伊丹［1993］pp．26－30参照。
q1）伊藤［1993］p．4Q
⑰ゲームの理論で実際の産業行動を分析したものとして、例えば植草
　［1995］第8章r寡占における過剰設備一企業の生産能力と協調価格形
　成」参照。
（1紛「繰り返しゲーム」（repeatedgame）とは、r1回限りのゲーム」（one－
　shotgame）ではなく、ゲームが多数の期間にわたって繰り返し行われ
　る状況であり、そのときとりうる戦略は、代表的にはrしっぺ返し戦略
　（Tit－for－Tat　strategy：①初回には協調を選択し、②その後は、相手が
　前の期にとった行動を自分も選択する、という行動様式）とr引き金戦
　略」（trigger　strategy：①初回には協調を選択し、②相手が協調的に行
　動する限り協調を選ぶが、相手がいったん非協調を選択すると、以降は
　ずっと非協調を選択する、という行動様式）が考えられる。
　　いま、表2－2のような繰り返しゲームにおいて相手がr引き金戦略」
　をとっているとき、自分もr引き金戦略」をとるとしよう。Aにとっては、
　自分が協調を選ぶ限り相手は協調を選ぶので、Aの利得のr割引現在価値
　合計」は、δを将来利得のr割引因子」（discount　factor）とすれば（0
　≦δ＜1）
　　V‘＝π五11十π且11δ十πオ11δ2十πゑ11δ3…
　　　＝π五11／（1一δ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
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　次に相手が引き金戦略をとるとき、自分は引き金戦略をとらないときの利
得を考えよう。Aが（孟一1）期まで協調をとり、6期に非協調をとるもの
　とすれば、今期は自己にとって有利な利益が得られるが、次期以降は相手
　が非協調をとることになるので、Aの利得の割引現在値合計は、
　V‘；π乃11十π五11δ十πノ1δ2十πオ11δ3十…十π澱11δε一2十
　　　πオ21δオー1十πオ22δ診十…
　　ニπ沌11（1一δオー1）／（1一δ）十π421δ云一1十π422δオ／（1一δ）　　（2）
　（1）式と（2）式を比較すれば
　1／一V，＝δε一1（πオ11δ一πみ22）／（1一δ）　　　　　　　　　　　　（3）
　したがって、将来利得の割引因子δの値が、δ＞πA22／π丑11という条
件を満たすほど将来を重視する主体にとっては（3）の値が正となるので、相
手が引き金戦略をとる限り、自分も引き金戦略をとること有利となり、
　ナッシュ均衡（すべてのプレーヤーの戦略が他のプレーヤーの戦略への最
適反応戦略となっている場合の均衡）の一っとなる。
　このことから、将来利得を重視する主体による無限期間の繰り返しゲー
　ムのもとでは、囚人のジレンマは解消され、ゲームを繰り返すことによっ
　て協調が生成することがわかる。丸山・成生［1998］8参照。
qφ取引が有限回の場合（有限期間の場合）、繰り返しゲームで囚人のジレ
　ンマを解消できないことは、次のように説明される
　　r取引が有限回で、最終期が決まっている場合、最後の取引ではそれ以
降のゲームはないので、各プレーヤーは非協調を必ず選択すると考えられ
　る。最終期に非協調をとることは決まっているので、各プレーヤーがその
一期前にどのような行動をとっても最終期に影響しない。それゆえ、この
期の行動は最終期から独立に決定され、各プレーヤーは自己の利益を求め
て非協調を選択すると考えられる。」このようなr後ろ向きの推論」を繰
　り返すことで、有限期間の繰り返しゲームで最終期が確定している場合に
　は、各期のゲームで各プレーヤーが非協調を選択する状況がナッシュ均衡
　となることがわかる。
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　　したがってゲームを単純に繰り返すということだけでは、囚人のジレン
　マが解消できないことになる。丸山・成生［1998］8参照。
　　不完備情報ゲームについては、例えば丸山・成生［1998］8参照。
　　丸山・成生［1998］p．182。
　　後藤［1992コpp．12｝13。
　　経済白書
　　後藤［1992］p．15参照。
　　奥村［1984］P．127。
　　篠原［1996］
　　渡辺［1996］p．14。
　　奥村〔1984］
　　昭和20年11月、四大財閥本社の解体が決まり、昭和21年8月、財閥解体
　の執行機関として持株会社整理委員会が発足し、昭和21年から昭和22年春
　にかけてr政治的及び経済的重要地位に関する追放覚書」に基づいた措置
　がとられた他、昭和23年1月にはr財閥同族支配力排除法」が施行される
　に至った。日本経済新聞社［1988］r2新企業群の誕生【昭和20－29年】」
　参照。
㈲集団メンバー企業は株式を相互に持ち合うことで、所有する側に立っと
　同時に、被所有者側にも立たっている。所有する場合、持株比率は一社ご
　とでは低いが、逆に被所有の場合の被所有比率は高くなっており、奥村宏
　はこの態様をさしてr多数対一の支配・被支配」と表現している。
㈲　日米構造協議に先立っ海外の論調は、
　　・アメリカ下院歳入委員会貿易小委員会rギボンズ・レポート」（1981
　　　年アメリカ）
　　・アメリカ通商代表部（U　S　TR）：r日本の対米貿易障壁と日本政府
　　　の最近の市場開放策」（エコノミスト昭和58年1月4日号）
　　・E　c　r六大企業集団を非難、E　c　r市場閉鎖性の元凶』（日経産業新
　　　聞昭和57年5月29日）
㈲
㈲
（1の
α∂
qg
⑳
⑳
⑳
⑳
⑳
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　でおおよその検討がっくといえよう。
⑳　1989年にブッシュ大統領が、いわゆる構造問題で対日交渉を行うよう指
　示を与えたことから日米構造協議がなされるに至った。その目的は、日米
　間持続している大きな貿易不均衡は、両国の経済に構造的な問題があるか
　らだであり、両国間の均衡達成にとって構造的な障壁となっているものを
　双方で指摘しあい、それを取り除くことを約束することであると考えられ
　よう。日本側に対して指摘されたものは、①価格メカニズム、②流通制度、
　③貯蓄・投資バランス、④土地政策、⑤系列取引、⑥排他的取引慣行であ
　るQ
　　三輪［1990］参照。
　　伊丹［1992］p．49の日本政府の考え方の整理による。
　　渡辺［1996］pp．17－18。
　　伊丹［1992］参照。
　　後藤［1992］P．17。
　　奥村［1992］p．29。
　　宮沢［1988］P．69。
　　宮沢［1988］pp．64－71参照。
　　宮沢［1988］p．66。
　　宮沢［1988］P．68。
　　塩見［1993］p．394。
　　塩見［ig93］p．392参照。
　　Young　［1989］　PP．273－274。
　　島田［1998］p．24。
　　竹田［1997］p．102。
　　塩見［1993］p．397。
　　西口［1996］p．96。
⑱
㈲
G①
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